
平成２４年 ７月２６日 

（２０１２年） 

 

 

業 者 各 位 

 

 

建設総務課長 

 

 

 

東日本大震災の復旧・復興に係る作業員宿舎建設に関する支援制度について 

 

このことについて、平成２４年６月２９日付け国土建第１３０号及び国土建整第６６号

にて、国土交通省土地・建設産業局建設業課長及び建設市場整備課長（和歌山県 県土整備

部 経由）から通知がありましたのでお知らせします。 

東日本大震災の被災地において、復興事業に協力される場合は、活用してください。 

なお、詳細としまして、国土交通省発出済みの通知文を添付します。 

 

 

◎支援制度の内容 

東日本大震災の被災地において、作業員宿舎を建設する際の資金調達について債務保証

を活用が可能。 

①建設業団体や事業協同組合等が作業員宿舎を設置する場合 

 ・金融機関から融資を受ける場合の債務保証及び金利助成 

②建設企業が作業員宿舎を設置する場合 

 ・所属する団体・組合から転貸融資を受ける場合の団体・組合に対して債務保証 

③企業等グループが事業協同組合を新設して、作業員宿舎を設置する場合 

 ・金融機関から融資を受ける場合の債務保証及び金利助成 

 

※詳細は、（一財）建設業振興基金 金融支援部 へお問合せください。 

電話 ０３－５４７３－４５７５ 
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